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（企業債） 
第５条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
                                               （単位 千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利      率 償  還  の  方  法 

 
公共下水道事業 

 
   ５１，２００ 

 
証 書 借 入 又

は証券発行 

 
5.00％以内 

（ただし、利率見直し

方式で借り入れる政

府資金及び地方公共

団体金融機構資金に

ついて、利率の見直し

を行った後において

は、当該見直し後の

利率） 

 
政府資金については,その

融資条件により、銀行その他

の場合にはその債権者と協

定するところによる。 
ただし、町財政の都合に

より、据置期間及び償還期

限を短縮もしくは繰上償還

又は低利債に借換えること

ができる。 
 なお、起債の全部又は一

部を翌年度へ繰越して借り

入れることができる 

 
流域下水道事業 

 
   ４０，０００ 

 
特 別 措 置 分 

 
１１，０００ 

 
     計 

 
  １０２，２００ 

 
（一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 
 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又は、それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 
ない。 

 （１）  職員の給与費     ４３，５３４千円 
 

（他会計からの補助金） 
第８条  下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける額は１２２，９２１千円と

する。 
 
 
 
令和８年３月３日 提  出 
 
                                         開 成 町 長  山 神  裕 



 

 

 

 

下    水   道   事   業   会   計 
予  算  に  関  す  る  説  明  書  

 
 



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

01下水道事業収益 535,304

01営業収益 295,916

01下水道使用料 295,681 下水道使用料

03その他営業収益 235 各種手数料等

02営業外収益 239,387

04他会計補助金 122,921 一般会計からの補助金

05長期前受金戻入益 116,464  長期前受金戻入益

07消費税及び地方消費税還付金 1

08雑収益 1

03特別収益 1

03その他特別利益 1

令和８年度　開成町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出　　

収　　   　入



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

11下水道事業費用 535,304

01営業費用 496,992

01管渠費 15,685 下水道施設の維持管理に要する費用

02流域下水道費 198,724 酒匂川流域下水道事業維持管理費負担金

04総係費 34,623 事務運営上全般に要する費用

05減価償却費 247,960 有形・無形固定資産の減価償却費

02営業外費用 31,292

01支払利息 22,867 企業債利息・一時借入金利息

02消費税及び地方消費税 8,424

03雑支出 1

03特別損失 20

04過年度損益修正損 20 当該年度以外の過誤納付還付金

09予備費 7,000

01予備費 7,000

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　　　出



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

02資本的収入 204,520

01負担金 5,240

01受益者負担金 4,491 下水道受益者負担金

02その他負担金 749 神奈川県広域水道企業団分担金

02補助金 25,000

01国庫補助金 25,000 社会資本整備総合交付金

03出資金 72,079

01一般会計出資金 72,079 一般会計出資金

04企業債 102,200

01企業債 102,200

08その他資本的収入 1

01その他資本的収入 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　入



（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　考

12資本的支出 303,902

　 01建設改良費 161,672

01管路建設費 119,856 建設改良に伴う経費等

03流域下水道費 41,816 酒匂川流域下水道事業建設費負担金

03企業債償還金 139,230

01企業債償還金 139,230 企業債元金償還金

09予備費 3,000

01予備費 3,000

支　　　　出

資　本　的　収　入　及　び　支　出



1　営業活動によるキャッシュ・フロー

(1)

(2) 営業活動から得た現金預金への当年度純利益の調整

イ 有形固定資産減価償却費

(イ) 有形固定資産減価償却費

(ロ) 長期前受金戻入益

ロ 無形固定資産減価償却費

ハ 引当金の増減額

(イ) 賞与引当金の増加額・減少額（△）

(ロ) 貸倒引当金の増加額・減少額（△）

ニ 有形固定資産除却費（たな卸資産減耗費を除く）

ホ 営業活動による資産及び負債の増減額

(イ) 売上債権（営業未収金・前払金等）の増加額（△）・減少額

(ロ) たな卸資産（貯蔵品）の増加額（△）・減少額

(ハ) 未払債務（営業未払金）の増加額・減少額（△）

ヘ 営業活動以外による資産及び負債の増減額

(イ) 受取利息及び配当金受入額（△）

(ロ) 支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

受取利息及び配当金受入額

支払利息及び企業債取扱諸費の支払額

営業活動から得た現金預金（純額）

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

(1) 固定資産の取得による支出（建設改良費）

(2) 上記(１)実施に係る負担金等収入

(3) 固定資産売却による収入

(4) 有価証券売却による収入

(5) 一般会計からの出資金の受け入れ額

(6) 投資活動に伴う現金預金の調整

イ 投資活動に伴う債権（その他未収金）の増加額（△）・減少額

ロ 投資活動に伴う債務（その他未払金）の増加額・減少額（△）

投資活動から得た現金預金（純額）

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

(1) 企業債の発行

(2) 企業債の償還

財務活動から得た現金預金（純額）

４　現金預金及び現金等価物増加額・減少額

５　現金預金増加額・減少額現金預金及び現金等価物期首残高

６　現金預金及び現金等価物期末残高

小計

0

321,216,346

375,756,733

△ 49,265,728

163,703,115

△ 22,867,000

△ 37,030,000

54,540,387

140,836,115

△ 139,230,000

27,490,910

0

0

0

0

72,079,910

102,200,000

△ 100,000

1,397,527

0

8,749,160

△ 148,836,548

0

0

22,867,000

216,188,000

△ 116,464,000

68,000

31,772,000

令和８年度開成町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

(単位：円）

当年度純利益 △ 774,572



1.特 別 職
(単位：千円）

２．一 般 職
 (１) 総　括 (単位：千円）

※「職員数」欄の上段の（　）内は定年前再任用短時間勤務職員数及び暫定再任用短時間勤務職員数並びにパートタイム会計年度任用職員数の合計（外書き）

6,418 38,961

0 △ 342 △ 438 △ 780 △ 226 △ 1,006

395 132 527

358 1,5330 699

0 357 38

39,488

0 4,872 3,645 8,517 1,755 10,272

給与費
法定福利費 合計

4,530 3,207 7,737 1,529 9,266

0 13,266 11,935 25,201 5,021 30,222

報 酬

0

給 料

24,0260

0 17,439 15,104

476 1,175

32,543

比
較

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

合　　　計
（ 0 ）

0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0

0

前
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

合　　　計
（ 0 ）

4

1

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

3

人

報酬
区　　分

下水道運営審議会委員
人

8 173 8
人

1 0
人

172

3

合　　　計
（ 0 ）

4

計 8

1

8
人

173
人

1 0

4,663

0 17,796 15,142 32,938 6,550

職員手当 計

172

区　　分

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

12,567 11,459

給 与 費 明 細 書

職員数 報酬

本年度 前年度

職員数 報酬

比較

職員数

職員数

(人)

本
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

28,689



 ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円）

※「職員数」欄の上段の（　）内は定年前再任用短時間勤務職員数及び再任用短時間勤務職員数の合計（外書き）

(単位：千円）

本年度

前年度

比　 較

132 527
0

比
較

合　　　計
（ 0 ）

0 357 38 395

職
員
手
当
の
内
訳

区分

△ 226 △ 1,006
0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 699 476 1,175 358 1,533
0

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 △ 342 △ 438 △ 780

28,689
3

合　　　計
（ 0 ）

0 17,439 15,104 32,543 6,418 38,961
4

6,550 39,488
4

前
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 4,872 3,645 8,517 1,755 10,272
1

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 12,567 11,459 24,026 4,663

1,529 9,266
1

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 13,266 11,935 25,201 5,021 30,222
3

本
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 4,530 3,207 7,737

合　　　計
（ 0 ）

0 17,796 15,142 32,938

区　　分
職員数 給与費

法定福利費 合計
(人) 報 酬 給 料 職員手当 計

11

11

0

特 殊

△ 168 22 0 0 0 △ 60 27 98 119

1,536 2,375 804 10 1,430 396 207 4,693 3,642

1,368 2,397 804 10 1,430 336 234 4,791 3,761

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

備考特別勤務 勤 務 勤 務

手 当 手 当 手 当 手　　　当

時 間 外 住 居 通 勤 期 末 勤 勉扶 養 地 域 管 理 職 管理職員

手 当



 イ　会計年度任用職員 (単位：千円）

※「職員数」欄の上段の（　）内はパートタイム会計年度任用職員数（外書き）

(単位：千円）

本年度

前年度

比　 較

0 0
0

0 0
0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0 0 0
0

比
較

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0

合　　　計
（ 0 ）

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0
0

資本勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0 0 0
0

0 0 0
0

区　　分
職員数 給与費

法定福利費 合計
(人) 報 酬 給 料 職員手当 計

職
員
手
当
の
内
訳

区分 備考

0

特 殊 勤 務

前
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0

合　　　計
（ 0 ）

地 域 時 間 外 勤 務 通 勤 期 末 勤 勉

手 当

本
年
度

損益勘定支弁職員
（ 0 ）

0 0 0 0
0

資本勘定支弁職員
（ 0

合　　　計
（ 0

0

）
0 0 0 0

0

）
0 0

0 0

0 0 0 0

0

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0



 (２) 給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円）

27

△ 182

48

△ 60

地 域 手 当 54

266

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分

区分 増減額 増減事由別内訳 説明

給 与 改 定 等 407 給 与 改 定 等 407

に 伴 う 増 減 額 分 地 域 手 当

昇 給 昇 格 168 昇 給 昇 格 168 地 域 手 当

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分 期 末 勤 勉 手 当

増 減 額 分 住 居 手 当

給　　　料 357

職員手当 38

昇 給 昇 格 292 昇 給 昇 格 292

そ の 他 の △ 342 職 員 異 動 等

そ の 他 の △ 450 職 員 異 動 等 △ 438

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分 期 末 勤 勉 手 当

△ 342

減 額 分

に 伴 う 増 額 分 に 伴 う 増 額 分

期 末 勤 勉 手 当

通 勤 手 当

△ 216

そ の 他 の △ 12 扶 養 手 当

△ 67

35

133

に 伴 う 減 額 分

給 与 改 定 等 320 給 与 改 定 等 320

扶 養 手 当

増 減 額 分



 (３) 給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人あたりの給与

　イ　初任給

　ウ　級別職員数

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

※「職員数」・「構成比」欄の（　　）内は定年前再任用短時間勤務職員数及び暫定再任用短時間勤務職員数の合計（外書き）

　エ　昇給

210,000円

216,500円

232,000円

210,000円

216,500円

232,000円

100.0 100.0100.0

4

4

4

100.0

4 4

比率　　　　　　Ｂ/Ａ　　　　　　　（％）

(人）

(人）

Ａ

Ｂ

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

(人）

１号給

２号給

３号給

４号給

６号給

８号給

号給数別内訳

職員数

昇給に係る職員数

７級 1 25.0

25.0

50.0

５級

２級

１級

４級 2

３級

構成比（％）

令和７年１２月１日現在

職員数（人）級

1

25.0

25.0

2

区　　分

高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

一般職

区分

８級

一般職

７級

６級

５級

４級

３級

２級

0

１級

計

1

4

区分

令和７年
１２月１日現在

令和６年
１２月１日現在

平均年齢

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

一般職

366,125円

586、873円

43歳9ヶ月

359,325円

530,736円

43歳6ヶ月

50.0

８級

令和６年１２月１日現在

級 職員数（人） 構成比（％）

一般会計の制度（一般職）

６級 1

区分
本年度 前年度

合計 一般職

計 0 4100.0 100.0

合計 一般職

4

4

4

4 4

4 4



　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

備考

2.325 2.325 4.65

2.300 2.350 4.65

2.325 2.325 4.65

有

有

有

47.709

47.709

その他の加算措置等

制度なし

同上

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 令 和 ５ 年 １ ２ 月 １ 日 現 在 ）

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分 一般職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０．０６２％

１００．０％

町税等徴収手当、有害薬物取扱手当

支 給 対 象 地 域

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数
（ 令 和 ７ 年 １ ２ 月 １ 日 現 座 ）

国の指定基準に基づく支給率

全域

（給料＋扶養手当＋管理職手当）×１２％

４人

８％

（単位：月分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備考

本年度

区分

前年度

支給期別支給率
支給率計

６月 １２月

国の制度
（本年度）

（単位：月分）

24.586875 33.270275 47.709
国の制度

（支給率）

区分

支給率 24.586875 33.270275 47.709

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度



　ケ　その他の手当

区 分 国の制度との異同 差異の内容

住 居 手 当

扶 養 手 当

通 勤 手 当 異
　国：月額上限15万円（新幹線等特別料金等含む）
　町：月額上限5.5万円

同

自己所有の住宅に係る住居手当
　国：支給なし
　町：新築5年間 7,000円、6年目以降 5,000円　（町内に限る。）
借家・借間に係る住居手当
　国：最高額は28,000円
　町：町外居住の場合の家賃の最高額は23,000円
　　　町内居住の場合の家賃の最高額は38,000円

異



円 円 円 円

３． 固  定  負  債

1,415,753,167
0

円 円 円 円 0
１． 固　定  資  産

1,415,753,167

0 ４． 流  動  負  債
0

0 139,230,000
減 価 償 却 累 計 額 0 0 3,998,340

3,398,000
6,812,670,133

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,467,795,836 5,344,874,297 146,626,340

1,036,971 ５． 繰　延　収　益
減 価 償 却 累 計 額 △ 158,830 878,141

2,190,584,578
0 △ 436,741,224 1,753,843,354

減 価 償 却 累 計 額 0 0 872,314,864
△ 221,964,277 650,350,587

2,333,282 387,532,627
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,155,001 178,281 △ 66,221,951 321,310,676

209,308,507
346,736,427 △ 38,329,443 170,979,064

5,692,667,146 6,554,158
0 6,554,158

434,992,435 2,903,037,839
4,465,417,346

0
434,992,435

円 円 円 円
６． 資　本　金

740,000
740,000 1,252,248,783

459,615,000
6,128,399,581 96,232,000

1,808,095,783
２． 流　動  資  産

７． 剰　余　金
321,216,346

0
34,395,141 0
△ 698,365 33,696,776 209,799,574

209,799,574
354,913,122

2,017,895,357
6,483,312,703 6,483,312,703

令和７年度　開成町下水道事業予定貸借対照表（税抜き）
負 債 の 部

（令和８年３月３１日）
（１） 企 業 債

資 産 の 部 （2） 引 当 金
イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計
（１） 有形固定資産

イ 土 地
（１） 一 時 借 入 金

ロ 建 物 （２） 企 業 債
（３） 未 払 金
（４） 引 当 金

ハ 構 築 物
流 動 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置
（１） 長 期 前 受 金
イ 国 県 補 助 金

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 収 益 化 累 計 額
ロ 他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額
ヘ 工 具 器 具 及び 備品 ハ 受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額
ニ 受 益 者 負 担 金

ト 建 設 仮 勘 定 収 益 化 累 計 額
有 形 固 定 資産 合計 ホ そ の 他 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
（２） 無形固定資産

イ 施 設 利 用 権 繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

ロ ソ フ ト ウ ェ ア
無 形 固 定 資産 合計 資 本 の 部

（３） 投資その他の資産
イ 出 資 金 （１） 自 己 資 本 金

投資その他の資産合計 イ 固 有 資 本 金
ロ 組 入 資 本 金

固 定 資 産 合 計 ハ 出 資 金
資 本 金 合 計

（１） 現 金 預 金 (１) 利 益 剰 余 金
イ 建 設 改 良 積 立 金

（２） 未 収 金 ロ 減 債 積 立 金
貸 倒 引 当 金 ハ 当年度未処分利益剰余金

剰 余 金 合 計
流 動 資 産 合 計

資 本 合 計
資 産 合 計 負 債 資 本 合 計



円 円 円 円

３． 固  定  負  債

1,390,449,793
0

円 円 円 円 0
１． 固　定  資  産

1,390,449,793

0 ４． 流  動  負  債
0

0 127,503,374
減 価 償 却 累 計 額 0 0 12,747,500

3,466,000
6,815,901,496

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,683,961,146 5,131,940,350 143,716,874

1,036,971 ５． 繰　延　収　益
減 価 償 却 累 計 額 △ 181,520 855,451

2,213,311,894
0 △ 500,792,224 1,712,519,670

減 価 償 却 累 計 額 0 0 872,314,864
△ 258,607,277 613,707,587

2,333,282 387,532,627
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,155,001 178,281 △ 75,847,951 311,684,676

214,072,101
454,327,066 △ 44,473,443 169,598,658

5,587,301,148 6,555,068
0 6,555,068

441,234,981 2,814,065,659
4,348,232,326

0
441,234,981

円 円 円 円
６． 資　本　金

740,000
740,000 1,252,248,783

459,615,000
6,029,276,129 168,311,000

1,880,174,783
２． 流　動  資  産

７． 剰　余　金
375,756,733

0
32,997,614 0
△ 598,365 32,399,249 209,025,002

209,025,002
408,155,982

2,089,199,785
6,437,432,111 6,437,432,111

剰 余 金 合 計
流 動 資 産 合 計

資 本 合 計
資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

（２） 未 収 金 ロ 減 債 積 立 金
貸 倒 引 当 金 ハ 当年度未処分利益剰余金

（１） 現 金 預 金 (１) 利 益 剰 余 金
イ 建 設 改 良 積 立 金

ロ 組 入 資 本 金
固 定 資 産 合 計 ハ 出 資 金

資 本 金 合 計

イ 出 資 金 （１） 自 己 資 本 金
投資その他の資産合計 イ 固 有 資 本 金

負 債 合 計
ロ ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資産 合計 資 本 の 部

（３） 投資その他の資産

収 益 化 累 計 額
（２） 無形固定資産

イ 施 設 利 用 権 繰 延 収 益 合 計

ト 建 設 仮 勘 定 収 益 化 累 計 額
有 形 固 定 資産 合計 ホ そ の 他 長 期 前 受 金

ヘ 工 具 器 具 及び 備品 ハ 受 贈 財 産 評 価 額
収 益 化 累 計 額

ニ 受 益 者 負 担 金

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 収 益 化 累 計 額
ロ 他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置
（１） 長 期 前 受 金
イ 国 県 補 助 金

（３） 未 払 金
（４） 引 当 金

ハ 構 築 物

（１） 一 時 借 入 金
ロ 建 物 （２） 企 業 債

イ 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計
（１） 有形固定資産

イ 土 地

令和８年度　開成町下水道事業予定貸借対照表（税抜き）
負 債 の 部

（令和９年３月３１日）
（１） 企 業 債

資 産 の 部 （2） 引 当 金



円 円 円
１． 営　業　収　益

（１） 下 水 道 使 用 料 262,266,132
（２） 受 託 工 事 収 益 0
（３） そ の 他 の 営 業 収 益 270,000 262,536,132

２． 営　業　費　用
（１） 管 渠 費 2,724,910
（２） 流 域 下 水 道 費 148,437,273
（３） 受 託 工 事 費 0
（４） 総 係 費 35,087,495
（５） 減 価 償 却 費 248,702,000
（６） 資 産 減 耗 費 0
（６） 材 料 売 却 原 価 0 434,951,678

172,415,546

３． 営　業　外　収　益
（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0
（２） 他 会 計 補 助 金 98,768,000
（３） 他 会 計 補 助 金 0
（４） 長 期 前 受 金 戻 入 116,678,000
（５） 雑 収 益 15,117 215,461,117

４． 営　業　外　費　用
（１） 支 払 利 息 22,516,000
（２） 雑 支 出 910 22,516,910 192,944,207

20,528,661

５．
（３） そ の 他 特 別 利 益 910 910

６． 特　別　損　失
（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 910
（２） そ の 他 特 別 損 失 0 910 0

20,528,661

189,270,913

209,799,574

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
令和７年度  開 成 町 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書 （税抜き）見込み

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 損 失

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

特　別　利　益



１　重要な会計方針 (4) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等関連

(1) 有形固定資産の減価償却の方法 該当なし

イ 減価償却の方法 定額法による。

ロ 主な耐用年数 ３　予定貸借対照表等に関する注記

構築物 50年

機械及び装置 10～20年 引当金の取崩し

工具器具及び備品 4～8年 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

(2) 無形固定資産の減価償却の方法

イ 減価償却の方法 定額法による。

ロ 主な耐用年数

施設利用権 45年

(3) 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金、法定福利費引当金

ハ 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により
回収不能見込額を計上している。

　開成町下水道事業会計は、令和元年度から地方公営企業法を適用し、
地方公営企業会計基準により財務諸表等を作成している。

　令和8年6月に賞与及びこれに係る法定福利費を支出するた
め、令和7年12月から令和8年3月分にあたる賞与引当金2,804千
円及び法定福利費引当金594千円を取り崩す。

注　記

　神奈川県市町村職員退職手当組合に加入しており、一般負担
金以外は一般会計で負担するため引当金を計上しない。

　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支出に備えるた
め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属
する額を計上している。



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

01
下水道事業
収益

535,304 514,012 21,292

01 営業収益 295,916 298,563 △ 2,647

01
下水道
使用料

295,681 298,230 △ 2,549

10 下水道使用料 295,681 下水道使用料収益として一期（2カ月）
当たり6,270件を見込む。

03
その他
営業収益

235 333 △ 98

10 手数料 235 宅地内排水設備工事指定工事店の更新
15件、新規登録1件、再交付6件等に係
る手数料を見込む。
宅地内排水設備工事責任技術者の更新
33件及び新規登録2件等に係る手数料を
見込む。
各種諸証明210件に係る手数料を見込
む。

02 営業外収益 239,387 215,448 23,939

04
他会計
補助金

122,921 98,768 24,153

10 一般会計
補助金

122,921

05
長期前受金戻
入益

116,464 116,678 △ 214

一般会計からの補助金

目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

令和８年度　開成町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　入

備　　考

款・項
節 附　記

下水道使用料

指定工事店新規登録・更新・再交付手数料、責
任技術者新規登録・更新・再交付手数料、諸証
明手数料



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

10 長期前受金
戻入益

116,464

07
消費税及び地
方消費税還付
金

1 1 1

10 消費税及び地
方消費税還付
金

1

08 雑収益 1 1 0

20 その他雑収益 1

03 特別収益 1 1 1

03 その他特別利益 1 1 1

10 その他特別利益 1

535,304 514,012 21,292 535,304

延滞金

備　　考

減価償却額のうち補助金等で取得した部分の戻
入益

附　記

合　計

款・項 目
本年度
予定額

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収　　入

増減額
節

前年度
予定額



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

11
下水道事業費
用

535,304 514,012 21,292

01 営業費用 496,992 536,801 △ 39,809

01 管渠費 15,685 15,772 △ 87

80 備消耗品費 133

100 光熱水費 420

130 通信運搬費 112

140 委託料 7,545 692
435

6,000
418

150 手数料 15 15

220 工事請負費 7,460 600
450
660

5,750

02 流域下水道費 198,724 173,971 24,753

510 負担金 198,724

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

下水道施設の維持管理に関する経費。
下水道法に規定された特定事業場（5カ
所）の水質検査、下水道管渠の管路調
査、不明水対策、マンホールポンプの
保守点検等を行う。また、道路工事に
伴うマンホールの高さ調整等の工事を
行う。

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額
節 附　　　　記

酒匂川流域下水道事業維持管理費
負担金

マンホールポンプ電気代

マンホールポンプ電話代
流量計データ通信料

水質検査業務委託
流量計管理業務委託
管路調査業務委託（不明水調査）
宮台マンホールポンプ保守点検業
務

公共桝等移設工事
道路補修費
マンホール高さ調整工事
不明水対策費

備　　考

酒匂川流域下水道事業における維持管
理費負担金。

県道復旧事務費



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

04 総係費 34,623 37,625 △ 3,002

10 給料 4,530

20 手当等 3,199

30 賞与引当金
繰入額

839

50 法定福利費 1,367

60 旅費 23

80 備消耗品費 6

110 通信運搬費 20

120 使用料及び賃
借料

1,080 14
1,066

130 手数料 19 19

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

職員給与費及び下水道運営審議会委員
報酬。前年度工事箇所の下水道台帳補
正や下水道使用料の徴収についての水
道会計への委託料の支出。職員１名分

職員１名分

職員１名分

職員１名分

職員１名分

公営企業会計法令書籍等

下水道受益者負担金通知等郵送料
等

ＷＥＢ－ＦＢサービス料
企業会計システム使用料

口座振替手数料



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

170 委託料 20,702 3,674
13,696
2,255

423

436

218

180 報酬 173

240 保険料 30 28
2

250 負担金 1,766 33
1,733

270 貸倒引当金
繰入額

1 1

430 会費負担金 868 15
87
25

18
593
130

05 減価償却費 247,960 248,702 △ 742

551 有形固定資産
減価償却費

216,188 216,165
23

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

管路施設
機械設備

下水道台帳補正業務委託
下水道使用料徴収委託料
公共下水道事業経営戦略改定支援
業務委託
下水道事業会計システム保守業務
委託
下水道事業会計予算・決算支援業
務委託
下水道事業会計固定資産台帳登録
支援業務委託

下水道運営審議会報酬費

下水道賠償保険
下水道施設建物共済（ポンプ・流
量計）

水洗化融資あっ旋利子
庁舎維持管理負担金

不能欠損貸倒引当金

神奈川県下水道協会会費
日本下水道協会会費
全国町村下水道推進協議会神奈川
支部負担金
下水道事業促進連絡会負担金
町村情報システム協同組合負担金
印刷アウトソーシング

増減額

備　　考

節 附　　　　記



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

552 無形固定資産
減価償却費

31,772 31,772

02 営業外費用

31,292 30,941 351

01 支払利息 22,867 22,516 351

601 企業債利息 22,817

603 一時借入金
利息

50

02
消費税及び
地方消費税

8,424 8,424 0

下水道事業に係る消費税、地方消費税
の確定申告等に伴い支出する消費税。

下水道事業債 144件に対する利子償還
金及び一時借入金利息。

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

施設利用権（流域下水道処理場）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

一時借入金利息



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

611 消費税及び
地方消費税

8,424

03 雑支出 1 1 0

622 その他雑支出 1

03 特別損失

20 1 19

04
過年度損益
修正損

20 1 19

704 過年度損益
修正損

20

09 予備費

7,000 7,000 0

01 予備費 7,000 7,000 0

999 予備費 7,000

535,304 514,012 21,292 合計 535,304

収　益　的　収　入　及　び　支　出

会計上の営業外経費。

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考

節 附　　　　記

消費税及び地方消費税

その他雑支出

過誤納還付金

合　計



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

02 資本的収入 204,520 249,538 △ 45,018

01 負担金 5,240 3,822 1,418

01
受益者
負担金

4,491 2,890 1,601

10 受益者負担金 4,491 令和5年度賦課分200千円、令和6年度賦
課分508千円、令和7年度賦課分3,783千
円の合計額。

02
その他
負担金

749 932 △ 183

10 その他負担金 749

02 補助金 25,000 39,683 △ 14,683

01 国庫補助金 25,000 39,683 △ 14,683

10 国庫補助金 25,000 下水道に関連する事業に対する社会資
本整備総合交付金。（補助率1/2）

03 出資金 72,079 96,232 △ 24,153

01
一般会計
出資金

72,079 96,232 △ 24,153

備　　考

附　　　　記

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

社会資本整備総合交付金

下水道受益者負担金

神奈川県広域水道企業団分担金

節
款・項 目

本年度
予定額

前年度
予定額

増減額



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

10 一般会計
出資金

72,078 一般会計からの出資金。

04 企業債 102,200 109,800 △ 7,600

01 企業債 102,200 109,800 △ 7,600

10 公共下水道
事業債

51,200 公共下水道事業に係る企業債。

20 流域下水道
事業債

40,000 酒匂川流域下水道建設事業に係る企業
債。

40 特別措置分 11,000 下水道事業に係る企業債（特別措置
分）。
。

08
その他
資本的収入

1 1 0

01
その他
資本的収入

1 1 0

10 その他の
資本的収入

1

204,520 249,538 △ 45,018 合　計 204,519

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

合　計

一般会計出資金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

備　　考

節 附　　　　記



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

12 資本的支出 303,902 370,009 △ 66,107

01 建設改良費 161,672 215,723 △ 54,051

01 管路建設費 119,856 174,123 △ 54,267

10 給料 13,266

20 手当等 13,012

30 賞与引当金繰
入額

2,627

50 法定福利費 4,589

60 旅費 23

70 備消耗品費 70

90 印刷製本費 0

110 使用料及び賃
借料

616 396
220

職員３名分

職員３名分

職員３名分

事務用品等

積算システム使用料
臨時駐車場借地料

資　本　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

職員３名分

職員３名分

節 附　　　　記

備　　考

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

職員給与費。吉田島地区、牛島地区の
管渠布設工事と舗装工事。
宮台幹線枝線実施設計、雨水管理総合
計画、アクションプラン策定業務委
託。



(単位：千円)

金  額 概　　　　　要

130 委託料 38,115 10,615
22,077
5,423

190 工事請負費 47,538 12,500

18,750

3,438

12,250

600

03 流域下水道費 41,816 41,600 216

520 流域下水道事
業建設費負担
金

41,816 酒匂川流域下水道事業における建設費
負担金。

03 企業債償還金 139,230 151,286 △ 12,056

01 企業債償還金 139,230 151,286 △ 12,056

841 元金償還金 139,230 下水道事業債131件に対する元金償還
金。

09 予備費 3,000 3,000 0

01 予備費 3,000 3,000 0

999 予備費 3,000

303,902 370,009 △ 66,107 合　計 303,902

節 附　　　　記

宮台幹線枝線実施設計業務委託
雨水管理総合計画策定
アクションプラン策定業務委託

合　計

駅前通り地先管渠布設工事
L=125m
町道229号線管渠布設工事
L=100m
吉田島1,739地先舗装工事
A=275㎡
吉田島960地先舗装工事
A=980㎡
公共桝設置工事

酒匂川流域下水道事業建設費負
担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

支　　出

款・項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

備　　考


